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2１．島根２号機 工事計画認可申請（補正）の状況（１／２）

 島根２号機の工事計画認可申請（補正）に関して，要目表，基本設計方針，施設共通／施設個別に要求さ

れる説明書，耐震性に関する基本方針，強度に関する基本方針及び強度計算方法等をとりまとめ，2021年9月に

第１回補正申請を実施予定。

補正回 主な添付書類
補正図書数

（補正数/総数）

第１回補正の内容
（2021年9月予定）

・発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書 (21/21)

・設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 (58/59)

・安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関
する説明書

(2/5)

・発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 (1/1)

・その他施設共通に要求される添付書類 (6/7)

・施設個別に要求される添付書類 (31/38)

・耐震性に関する説明書 《基本方針》 (13/14)

・耐震性に関する説明書 《設計上重要な設備を設置する施設の耐震性に関する
説明書》

(8/38)

・耐震性に関する説明書 《各施設の耐震計算書》 (22/484)

・強度に関する説明書 《基本方針》 (6/6)

・強度に関する説明書 《強度計算方法》 (13/13)

・強度に関する説明書 《強度計算書》 (119/260)



3１．島根２号機 工事計画認可申請（補正）の状況（２／２）

 耐震／強度計算書等を取りまとめ，本年11月に第２回補正，来年2月以降に第３回補正を実施予定。

補正回 主な添付書類
補正図書数

（補正数/総数）
[前回補正数含む]

第２回補正の内容
（2021年11月予定）

・発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説明書 (2/2)

・設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 (1/59) [59/59]

・安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に
関する説明書

(3/5) [5/5]

・発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書 (5/5)

・その他施設共通に要求される添付書類 (1/7) [7/7]

・施設個別に要求される説明書 (4/38) [35/38]

・耐震性に関する説明書 《基本方針》 (1/14) [14/14]

・耐震性に関する説明書 《設計上重要な設備を設置する施設の耐震性に関す
る説明書》

(11/38) [19/38]

・耐震性に関する説明書 《各施設の耐震計算書》 (130/484) [152/484]

・強度に関する説明書 《強度計算書》 (88/260) [207/260]

第３回補正の内容
（2022年2月以降）

・施設個別に要求される説明書 (3/38) [38/38]

・耐震性に関する説明書 《設計上重要な設備を設置する施設の耐震性に関す
る説明書》

(19/38) [38/38]

・耐震性に関する説明書 《各施設の耐震計算書》 (332/484) [484/484]

・強度に関する説明書 《強度計算書》 (53/260) [260/260]



4２．主な説明事項の抽出

工事計画認可の審査では，設置変更許可の審査等を踏まえた詳細な設備設計，評価手法及び評価結果についての

説明を行う。

 工事計画認可の審査における主な説明事項は，以下の項目から抽出した。

1. 設置変更許可審査時に詳細設計へ申送りした事項

2. 新たな規制要求（バックフィット）への対応事項

3. その他の詳細設計に係る主な説明事項

 なお，主な説明事項については，今後補正する内容及びヒアリング結果を反映し順次整理していく。



5２．１ 詳細設計申送り事項の分類（１／５）

 設置変更許可審査時に詳細設計へ申送りした事項について，以下のフローに基づき説明内容の重み付け（A～Eの

５段階に分類）を実施し，主な説明事項（分類A，B）を抽出した。

設置変更許可審査時に
詳細設計へ申送りした事項

過去に工認実績又は
新規制審査実績があ
るもの

新規制審査実績が
あり，補足的な確認
を行うもの

設置変更許可審査で具体
的数値をもって設計成立性
まで説明しており，評価結
果の確認が主体となるもの

具体的数値をもって設計成
立性の説明が必要なもの

詳細設計の対応方針に
変更や追加検討項目が
あるもの

E D C B A

旧規制での建設工認，
改造工認又は他社プラントで

新規制審査実績あり

プラントの仕様によらない
共通的な適用例がある

設置変更許可審査で説明し
た詳細設計段階における対

応方針に変更がある，若しくは
追加検討項目がある

設置変更許可審査で
具体的数値をもって設計成立性

まで説明している

Yes

No

No

NoNo

Yes Yes

Yes



6２．１ 詳細設計申送り事項の分類（２／５）

 詳細設計申送り事項について，関連する工認図書等にて説明する。

第１表 詳細設計申送り事項（分類A，Ｂ）（１／４）

No. 項目 概要
分
類

設計方針の
説明時期

関連図書の
補正回※

1-1
地震応答解析モデルに
おける建物基礎底面の
付着力

地震応答解析に用いる付着力について，信頼性，保守性及
び地盤のばらつきを踏まえた網羅性・代表性に対する説明性を
向上させる観点から，１，２号機建物近傍において追加試験
を実施した。
また，追加試験結果を踏まえ，建物基礎底面の付着力として
設定した値の保守性・妥当性を説明する。

A 2021年11月
第１回補正

（設計方針及び
設計結果）

1-2
建物・構築物の地震応
答解析における入力地
震動の評価

建物・構築物の入力地震動の評価について，既工認において
採用実績のある１次元波動論又は２次元ＦＥＭ解析等を採
用する方針であり，解析モデルについては，建設時以降の敷地
内の追加地質調査結果の反映等により，最新のデータを基に，
より詳細にモデル化する。
また，入力地震動の評価について影響検討を行い，入力地震
動の保守性・妥当性を説明する。

A 2021年11月
第１回補正

（設計方針及び
設計結果）

1-3
横置円筒形容器の応
力解析へのＦＥＭモデ
ル適用方針の変更

横置円筒形容器の耐震評価においては，ＪＥＡＧ式又ははり
モデルによって荷重を算出し，その荷重を用いて胴，脚及び基
礎ボルトの応力評価を行う。その際，胴の応力評価において精
緻化が必要となった場合には，荷重をＦＥＭモデルに入力する
ことにより応力評価を行うため，その方法について説明する。

A 2021年11月
第２回補正

（設計方針及び
設計結果）

※ 第１回補正：2021年9月予定，第２回補正：2021年11月予定，第３回補正：2022年2月以降



7２．１ 詳細設計申送り事項の分類（３／５）

第１表 詳細設計申送り事項（分類Ａ，B）（２／４）

No. 項目 概要
分
類

設計方針の
説明時期

関連図書の
補正回※

1-4
サプレッションチェンバの
耐震評価

建設工認では内部水質量を固定質量（死荷重）として扱って
いたが，今回工認では有効質量として扱って3次元はりモデルに
よる地震応答解析を行うことから，その妥当性を説明する。
バルジングによるサプレッションチェンバへの影響が軽微であることを，
3次元ＦＥＭ解析により分析した結果を用いて説明する。
耐震評価に用いるサプレッションチェンバの水位について，DB評
価及びSA評価ともにSA条件での水位を用いることの妥当性を説
明する。
地震応答解析モデルについて，鉛直方向の応答を精緻に算出
するため，トーラス胴とサポートの間にばね要素を追加した360°
モデルを適用することの妥当性及び高次モードの影響を説明する。

A 2021年12月

第１回補正
（設計方針）

第３回補正
（設計結果）

1-5
漂流物衝突荷重の設
定

漂流物衝突荷重については，対象となる漂流物の位置・仕様
等を踏まえ，漂流物衝突荷重の算定式及び非線形構造解析
の整理を踏まえた設定結果を説明する。また，漂流物の衝突荷
重の影響を踏まえ，津波防護施設の詳細設計の結果を説明す
る。

A 2021年10月

第１回補正
（設計方針）

第2回補正
（設計結果）

※ 第１回補正：2021年9月予定，第２回補正：2021年11月予定，第３回補正：2022年2月以降



8２．１ 詳細設計申送り事項の分類（４／５）

第１表 詳細設計申送り事項（分類Ａ，B）（３／４）

No. 項目 概要
分
類

設計方針の
説明時期

関連図書の
補正回※

1-6
機器・配管系への制震
装置の適用

制震装置（単軸粘性ダンパ，三軸粘性ダンパ）及びそれらを
設置する設備の地震時の構造成立性については，設置変更許
可段階にて示した地震応答解析手法による耐震評価結果を説
明する。

B 2021年12月

第１回補正
（設計方針）

第３回補正
（設計結果）

1-7

浸水防止設備のうち機
器・配管系の基準地震
動Ssに対する許容限
界

浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管の耐震設計は，
従来からの耐震Ｓクラスの機器・配管系の方針を適用する旨を
説明する。また，各施設の耐震計算書にて，基準地震動Ｓｓ
による許容応力状態ⅣAS の評価に加えて，弾性設計用地震
動Ｓｄによる許容応力状態ⅢAS の評価結果を説明する。

B 2021年11月

第１回補正
（設計方針）

第３回補正
（設計結果）

1-8 設計地下水位の設定
３次元浸透流解析結果を踏まえた設計地下水位の設定方法
について説明する。また，非定常解析について，解析の位置付
け及び信頼性を向上させた取り組みについて説明する。

B 2021年10月
第１回補正

（設計方針及び
設計結果）

1-9 防波壁

設置変更許可段階において構造成立性及び詳細設計段階に
おける設計方針を説明している防波壁（多重鋼管杭式擁壁，
逆T擁壁及び波返重力擁壁）について，ＰＳ検層等に基づく
改良地盤の物性値及びグラウンドアンカーのモデル化を踏まえた
健全性評価等の詳細設計の結果について説明する。

B 2021年11月

第１回補正
（設計方針）

第２回補正
（設計結果）

※ 第１回補正：2021年9月予定，第２回補正：2021年11月予定，第３回補正：2022年2月以降



9２．１ 詳細設計申送り事項の分類（５／５）

第１表 詳細設計申送り事項（分類Ａ，B）（４／４）

No. 項目 概要
分
類

設計方針の
説明時期

関連図書の
補正回※

1-10 土石流影響評価
防波壁と隣接している管理事務所４号館が土石流により倒壊し
た場合に防波壁に影響がないことについて説明する。

B 2021年12月
第１回補正

（設計方針及び
設計結果）

1-11 保管・アクセス

第３保管エリア近傍斜面の抑止杭について，地震により杭間の
岩盤がすり抜けないことを３次元ＦＥＭ解析により説明する。
また，抑止杭の平面配置の妥当性および杭前面の肌分かれを
考慮した斜面安定性評価を２次元動的ＦＥＭ解析により説明
する。

B 2021年12月
第２回補正

（設計方針及び
設計結果）

1-12
ブローアウトパネル閉止
装置

設置変更許可段階においてダンパを採用すること等を説明してい
るブローアウトパネル閉止装置について，加振試験等の詳細設
計の結果について説明する。

B 2021年12月
第２回補正

（設計方針及び
設計結果）

※ 第１回補正：2021年9月予定，第２回補正：2021年11月予定，第３回補正：2022年2月以降



10

前回試験位置

３号機エリア

１，２号機エリア

 Ｎ 

追加試験位置

 今回の工事計画認可申請では，追加試験結果を踏まえ，建物基礎底面の付着力として設置変更許可段階に設

定した値の保守性・妥当性を説明する。

２．今後の説明予定

 建物基礎底面の付着力として設定した値の保守性・妥当性について，第１回補正で提出の計算書等にて2021年

11月以降に説明予定。

【1-1】地震応答解析モデルにおける建物基礎底面の付着力

１．概要

 島根２号機の建物の地震応答解析には，ＳＲモデル，ジョイント

要素を用いた３次元ＦＥＭモデル及び基礎固定モデルを用いてい

る。このうち，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデル及びＳ

Ｒモデル（浮上り線形地震応答解析）では，建物の基礎底面と

地盤間に存在する付着力を考慮する。

 設置変更許可段階において，地震応答解析モデルにおける建物

基礎底面の付着力は，建物直下地盤と同等の岩盤で行った付

着力試験結果に基づき，十分な保守性を考慮した値を設定して

いる。

 しかし，試験地盤（３号機エリア）と建物直下地盤（１，２号

機エリア）が離れており，建物直下地盤近傍での直接的な付着

力試験データが得られていないため，設計に用いる付着力について，

信頼性，保守性及び地盤のばらつきを踏まえた網羅性・代表性に

対する説明性を向上させる観点から，１，２号機建物近傍にお

いて追加試験を実施した。（図１参照）

図１ 付着力試験位置

３号機
原子炉建物

３号機
タービン建物

３号機廃棄物
処理建物

３号機
制御室建物

３号機
サービス建物

制御室建物

２号機
タービン建物

２号機
原子炉建物

１号機
タービン建物

２号機廃棄物
処理建物

１号機廃棄物
処理建物

１号機原子炉
建物



11【1-2】建物・構築物の地震応答解析における入力地震動の評価

１．概要

 既工認では，原子炉建物等の地震応答解析におけ

る入力地震動は１次元波動論又は２次元ＦＥＭ

解析等により評価を実施している。

 今回工認では，既工認において採用実績のある１次

元波動論又は２次元ＦＥＭ解析等を採用する方針

であり，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓ

ｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に，対象建物・

構築物の地盤条件を適切に考慮したうえで，地震応

答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設

定する。 図１ 入力地震動の概念図（原子炉建物ＮＳ方向の例）

 解析モデルについては，建設時以降の敷地内の追加地質調査結果の反映等により，最新のデータを基に，より詳

細にモデル化する。

２．今後の説明予定

 建物・構築物の入力地震動の評価について以下に示す影響検討を行い，入力地震動の保守性・妥当性を第１

回補正で提出の計算書等にて2021年11月以降に説明予定。

• １次元波動論の入力地震動の保守性の確認

• 表層地盤の物性値（せん断剛性，減衰定数）を一定値にすることの保守性の確認

• 高振動数領域の応答に関する影響検討



12【1-3】横置円筒形容器の応力解析へのＦＥＭモデル適用方針の変更

１．概要

 設置変更許可段階では，胴の応力評価を精緻化する場合に，胴のみＦＥＭモデルによる応答解析を実施する方針と

していた。

 今回工認では，評価の一貫性の観点から，応答解析はＪＥＡＧ式又ははりモデルによって行い，そこで得られた荷重

を用いて応力評価を行う。胴の応力評価を精緻化する場合には，荷重をＦＥＭモデルに入力することにより応力評価を

行う。

表１ 設置変更許可段階からの応答解析方法の変更

ＦＥＭモデルによる胴の応力評価

評価の精緻化が必要か。

胴の応力評価(ＪＥＡＧ式）

No

Yes

横置円筒形容器

ＪＥＡＧ式を適用可能か。

はりモデルによる応答解析ＪＥＡＧ式による応答計算

各部に生じる荷重，モーメント

脚及び基礎ボルトの応力評価（ＪＥＡＧ式）

評価完了

No

Yes

図１ 横置円筒形容器の評価フロー

応答解析
（一貫性を

確保）

応力評価
（必要に応じて

胴を精緻化）

評価対象部位
応答解析

設置変更許可段階 今回工認

胴 ＦＥＭモデル
ＪＥＡＧ式又は

はりモデル
脚及び基礎ボルト

ＪＥＡＧ式又は
はりモデル

評価対象部位
応力評価

設置変更許可段階 今回工認

胴 ＦＥＭモデル

脚及び基礎ボルト ＪＥＡＧ式

表２ 設置変更許可段階からの応力評価方法の変更

２．今後の説明予定

 上記方針変更を踏まえた耐震評価を実施し，容器の健全性を第２回補正で提出の計算書にて2021年11月以降に

説明予定。



13【1-4】サプレッションチェンバの耐震評価

１．概要

 サプレッションチェンバの耐震評価では建設工認から3次元はりモデルを用いている。建設工認では内部水質量を固定

質量（死荷重）として扱っていたが，今回工認では有効質量として扱って3次元はりモデルによる地震応答解析を

行うことから，その妥当性を説明する。また，耐震評価に用いるサプレッションチェンバの水位について，DB評価及び

SA評価ともにSA条件での水位を用いることの妥当性を説明する。

 地震応答解析モデルについて，鉛直方向の応答を精緻に算出するため，トーラス胴とサポートの間にばね要素を追

加した360°モデルを適用することの妥当性及び高次モードの影響を説明する。

図１ サプレッションチェンバの耐震評価モデル

建設時（180°モデル） 今回工認（360°モデル） 影響検討用（３次元ＦＥＭモデル）

２．今後の説明予定

 地震応答解析等の方針について，補足説明資料にて2021年12月以降に説明予定。

 地震応答解析の結果について，第３回補正で提出の計算書にて2022年2月以降に説明予定。

 バルジングによるサプレッションチェンバへの影響が軽微であることを，3次元ＦＥＭ解析で分析した結果を用いて補足

説明資料にて説明予定。



14【1-5】漂流物衝突荷重の設定

１．概要

 設置変更許可段階で設定した津波防護施設に考慮する漂流物のうち漁船について，既往の漂流物荷重算定式

の適用性を確認したうえで，非線形構造解析（衝突解析）により漂流物衝突荷重を算定することを説明する。

 漂流物の衝突荷重の影響を踏まえ，津波防護施設の詳細設計の結果を説明する。必要に応じて，津波防護施

設に漂流物対策工を設置することとし，漂流物対策工を踏まえた詳細設計の結果を説明する。

２．今後の説明予定

 漂流物荷重算定式や非線形構造解析の整理及び漂流物衝突荷重の設定について，第１回補正で提出の「津

波への配慮に関する説明書」等にて2021年10月以降に説明予定。

 強度計算結果について，第２回補正で提出の計算書にて2021年11月以降に説明予定。

START

津波防護施設の
解析モデル作成

ＦＥＭ解析

OK

漂流物の選定

津波荷重・土圧等

既往の漂流物衝突
荷重算定式の適用※１

漂 流 物 衝 突 荷 重

【照査】
■津波防護施設※２

■漂流物対策工※２

END

【荷重の算定】
OK

漂流物の解析
モデル作成

N.G.

非線形構造解析
漂
流
物
対
策
工
の
設
置※

３

N.G.

※１：既往の漂流物衝突荷重算定式の適用性としては，算定式の根拠や算定式に用いる
パラメータ（材質，剛性）が適切に設定できるか等を確認

※２：漂流物対策工を設置する場合において，非線形構造解析に基づき照査を実施
※３：漂流物対策工の仕様設定及びモデル作成

図１ 津波防護施設の津波時の検討フロー



15【1-6】機器・配管系への制震装置の適用

１．概要

 波及的影響を防止するための対策を行う取水槽ガントリクレーン及びＢクラスの配管系に，耐震性向上を目的として

制震装置(単軸粘性ダンパ，三軸粘性ダンパ)を設置する。

 詳細設計段階で設定することとしていた以下の事項について説明する。

• 制震装置（単軸粘性ダンパ，三軸粘性ダンパ）及びそれらを設置する設備の地震時の構造成立性については，

設置変更許可段階にて示した地震応答解析手法による耐震評価結果

• 三軸粘性ダンパを設置した配管系の地震応答解析手法について，非対角成分が存在するモード空間での運動

方程式に対して時間積分を行う方法の詳細と手法の妥当性

• 単軸粘性ダンパ及び三軸粘性ダンパの保守管理の方針

復水器へ

高圧タービンへ

外側主蒸気
隔離弁から

三軸粘性ダンパ（青）

タービン建物
(ＴＧ架台)

タービン建物
（３階）

原子炉建物
（２階）

図２ 三軸粘性ダンパが設置される配管系の例図１ 単軸粘性ダンパが設置される機器の例

２．今後の説明予定

 制震装置を用いた地震応答解析手法，保守管理の方針等を補足説明資料にて2021年12月以降に説明予定。

 制震装置の詳細設計の結果について，第３回補正で提出の計算書等にて2022年2月以降に説明予定。



16【1-7】浸水防止設備のうち機器・配管系の基準地震動Ｓｓに対する許容限界

１．概要

 浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管のバウンダリ機能については，Ｓクラスの機器・配管系と同等の信頼

性を確保する観点から，基準地震動Ｓｓによる許容応力状態ⅣAS の評価に加えて，弾性設計用地震動Ｓｄ

による許容応力状態ⅢAS の評価を実施し，その結果を説明する。

原子炉補機海水ポンプ（B),（D)

原子炉補機海水
ストレーナ（A)

タービン補機海水ポンプ(B),(C)

循環水ポンプ（B） 循環水ポンプ（A）

除じんポンプ（A),（B)
除じん系配管

タービン補機海水
ポンプ(A)

タービン補機海水ポンプ第二出口弁（設置予定）

タービン補機海水ポンプ出口弁
（MV247-1B,C） タービン補機海水ポンプ出口弁

（MV247-1A）

原子炉補機海水ポンプ（A),（C)

循環水ポンプ（C）

タービン補機海水系配管

原子炉補機海水
ストレーナ（B)

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：耐震Ｓクラス施設

：低耐震クラス施設

：浸水防止設備

：浸水防護重点化
範囲

タービン補機海水
ストレーナ（Ａ）

タービン補機海水
ストレーナ（Ｂ）循環水系配管（C） 循環水系配管（B） 循環水系配管（A）

高圧炉心スプレイ
補機海水ストレーナ

高圧炉心スプレイ
補機海水系配管

タービン補機海水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

高圧炉心スプレイ
補機海水ポンプ

Y-24AN Y-24BN

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

取水槽

タービン建物
（復水器を設置
するエリア）図１ 浸水防止設備の例

２．今後の説明予定

 浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管の設計方針について，第１回補正で提出の「機能維持の基本方

針」等にて2021年11月以降に説明予定。

 浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管の基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震評価結

果について，第３回補正で提出の計算書等にて2022年2月以降に説明予定。



17【1-8】設計地下水位の設定

１．概要

 各施設の耐震設計の条件となる設計地下水位の設定について，新設する地下水位低下設備の考慮の有無につい

て整理し，３次元浸透流解析を踏まえた設定結果について説明する。また，新設する地下水位低下設備の詳細

設計内容について説明する。

 非定常解析について，観測孔における地下水位と解析値との相関を高め解析モデルの信頼性を向上させた取り組

みについて説明する。

２．今後の説明予定

 地下水位の設定結果について，第１回補正で提出の「地盤の支持性能に係る基本方針」等にて2021年10月以

降に説明予定。

タービン建物

廃棄物
処理建物

原子炉建物

制御室
建物

排気筒

GL EL.＋15.0m

Ｐ

２号原子炉
建物

Ｐ

Ｐ EL.－23.4m

EL.－11.4m

地下水位低下
設備（新設）

地下水位低下
設備（既設）

図１ 地下水位低下設備の概要

平面図 断面図

管路として考慮しないドレーン

管路として考慮するドレーン

揚水井戸

Ｐ 揚水ポンプ（稼働）

揚水ポンプ（非稼働）Ｐ



18【1-9】防波壁

１．概要

 設置変更許可段階において，構造成立性及び詳細設計段階における設計方針を説明している防波壁（多重鋼

管杭式擁壁，逆T擁壁及び波返重力擁壁）について，ＰＳ検層等に基づく改良地盤の物性値及びグラウンドア

ンカーのモデル化を踏まえた健全性評価や地盤物性のばらつき影響評価等の詳細設計の結果について説明する。

図１ 防波壁の位置図

２．今後の説明予定

 防波壁の詳細設計に用いる地盤の解析用物性値について，第１回補正で提出の「津波への配慮に関する説明

書」等にて2021年11月以降に説明予定。

 防波壁（多重鋼管杭式擁壁，逆T擁壁及び波返重力擁壁）の詳細設計の結果について，第２回補正で提出

の「浸水防護施設の耐震性に関する説明書」等にて2021年11月以降に説明予定。

防波壁の構造形式 主な論点

防波壁
（多重鋼管杭式擁壁）

• 3次元静的ＦＥＭ解析による被
覆コンクリートの健全性評価

防波壁
（逆Ｔ擁壁）

• ＰＳ検層等に基づく改良地盤の
物性値及びグラウンドアンカーのモ
デル化を踏まえた健全性評価

防波壁
（波返重力擁壁）

• 既設と新設コンクリートとの一体性
• 3次元静的ＦＥＭ解析によるケー

ソンの健全性評価

表１ 防波壁の各構造形式における主な論点
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２．今後の説明予定

 土石流影響評価の詳細設計の結果について，第１回補正で提出の「発電用原子炉施設に対する自然現象等に

よる損傷の防止に関する説明書」に係る補足説明資料にて2021年12月以降に説明予定。

【1-10】土石流影響評価

１．概要

防波壁と隣接している管理事務所４号館が土石流により倒壊した場合に防波壁に影響がないことについて説明する。

 管理事務所４号館を減築することにより，その影響範囲に防波壁が含まれないよう対策を行うことを説明する。

図１ 防波壁，管理事務所４号館及び土石流危険区域の配置

凡例

：土石流危険区域

：防波壁

管理事務所４号館

１
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区間Ⅱ
斜面の奥行き
方向幅Ｌ=48.6m

区間Ⅰ
斜面の奥行き
方向幅Ｌ=150.5m

0 50 100m

①

②’ ①’

②

T.P.+33.0m

T.P.+70.0m

T.P.+66.5m

T.P.+44.7m

T.P.+8.5m

２．今後の説明予定

 上記解析結果について，第２回補正で提出の「可搬型重大事故等対処設備の保管場所及びアクセスルート」にて2021

年12月以降に説明予定。

【1-11】保管・アクセス

１．概要

 第３保管エリア近傍斜面について，裕度向上のため，抑止杭を追加配置することを説明する。

 杭間の岩盤の中抜けの発生の有無に関する検討として，３次元ＦＥＭ解析結果を説明する。

 杭前面の肌別れによるすべりの発生の有無に関する検討として，杭前面の岩盤の肌分かれ部のせん断抵抗力を見込まない

条件による安定解析結果を説明する。

 抑止杭を配置しない範囲について，２次元ＦＥＭ解析による安定解析結果を説明する。

平面図

抑止杭を
追加配置

【凡例】

：抑止杭を施工する対象斜面

：アクセスルート(車両・要員)

※破線は要員のみ

：第３保管エリア

：抑止杭（既設）

：抑止杭（新設）

：肌分かれによるすべりの発生
の有無に関する検討断面

：抑止杭を配置しない範囲
の安定性検討断面

区間Ⅱ
斜面の奥行き
方向幅Ｌ=48.6m

区間Ⅰ
斜面の奥行き
方向幅Ｌ=150.5m

0 50 100m

①

②’ ①’

②

T.P.+33.0m

T.P.+70.0m

T.P.+66.5m

T.P.+44.7m

T.P.+8.5m

①－①’断面の杭間隔等（イメージ図）

杭前面の岩盤の肌分かれ部（せん断抵抗力を見込まない）

杭間の岩盤部（せん断抵抗力を見込む）

シームに切り下がる
すべり面



21【1-12】ブローアウトパネル閉止装置

１．概要

 設置変更許可段階においてダンパを採用すること等を説明しているブローアウトパネル閉止装置について，加振試験

によって基準地震動Ｓｓ相当の加振を経験した後の機能維持確認の結果等を説明する。

図２ 加振試験時の状況写真（3連ダンパ取付時）

図１ 閉止装置の概要図

３連ダンパ

２連ダンパ

２．今後の説明予定

 ブローアウトパネル閉止装置の設計結果について，第２回補正で提出の「ブローアウトパネル関連設備の設計方針」

にて2021年12月以降に説明予定。



22２．２ 新たな規制要求（バックフィット）への対応事項

新たな規制要求（バックフィット）への対応事項について，関連する工認図書等にて説明する。

第２表 新たな規制要求（バックフィット）への対応事項

No. 項目 概要
設計方針の
説明時期

関連図書の
補正回※

2-1
安全系電源盤に対する
高エネルギ－アーク
（HEAF）火災対策

遮断時間と短絡電流等により求められるアークエネルギーが，電
源盤燃焼試験から求められたしきい値を超えないことを評価する
ことにより，所内電源設備及びD/G設備のHEAF対策が適切に
実施されていることを説明する。

2021年10月
第１回補正

（設計方針及び
設計結果）

※ 第１回補正：2021年9月予定，第２回補正：2021年11月予定，第３回補正：2022年2月以降



23【2-1】安全系電源盤に対する高エネルギーアーク（HEAF）火災対策

１．概要

２．今後の説明予定

 HEAF対策について，第１回補正で提出の「非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」に係る補足説明資
料にて2021年10月以降に説明予定。

 技術基準規則第45条第3項第1
号にて要求されている電気盤につ
いて，HEAF対策が適切に実施さ
れていることを説明する。

 HEAF対策が必要な電気盤は，
図１に示す「重要安全施設への
電力供給に係る電気盤及び当該
電気盤に影響を与えるおそれのあ
る電気盤」と定められている。

 アーク放電により発生するアークエ
ネルギーが，アーク火災が発生す
るしきい値を超えないように，遮断
器の遮断時間の適切な設定及び
非常用ディーゼル発電機の停止に
より，電気盤の損壊の拡大を防
止できる設計とする。

図１ 島根２号機 所内電気系統図

外部電源

2号
主変圧器

G 2A
所内変圧器

負荷

A系

2B
所内変圧器

外部電源

予備
変圧器

2号
主発電機

主変遮断器
予備変遮断器

B系

D系

6.9kV M/C母線

460V  C/C母線

460V L/C母線

460V  C/C母線

Ｄ/Ｇ 負荷 Ｄ/Ｇ 負荷 Ｄ/Ｇ

負荷

負荷 負荷

負荷 負荷 負荷 負荷

C系 D系

C系 D系HPCS系

HPCS系

6.9kV M/C母線

C系

460V  C/C母線

460V L/C母線

6.9kV M/C母線

6.9kV M/C母線 6.9kV M/C母線

2号
起動変圧器

起変遮断器

HEAF対策が必要な電気盤の範囲

M/C：メタルクラッド開閉装置， L/C：ロードセンタ， C/C：コントロールセンタ

D/G：非常用ディーゼル発電機又は高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

【凡例】

：重要安全施設への電力供給に係る電気盤（遮断器）

：重要安全施設への電力供給に係る電気盤のうちD/Gに接続される電気盤（遮断器）

：重要安全施設への電力供給に係る電気盤に影響を与えるおそれのある電気盤（遮断器）



24２．３ その他の詳細設計に係る主な説明事項

その他の詳細設計に係る主な説明事項について，関連する工認図書等にて説明する。

第３表 その他の詳細設計に係る主な説明事項

No. 項目 概要
設計方針の
説明時期

関連図書の
補正回※

3-1
配管系に用いる支持装
置の許容荷重の設定

配管系に用いる支持装置の許容荷重は，メーカーにて設定して
いる許容荷重に加え，規格計算及び実耐力試験等の結果を
用いた許容荷重を適用する。

2021年11月
第2回補正

（設計方針及び
設計結果）

3-2
原子炉本体の基礎の
応力評価に用いる解析
モデルの変更

RPVペデスタルの開口部を精緻に評価することを目的に，CRD
搬入用開口部等の開口部をモデル化したうえで，建設工認で
用いた90°モデルから360°モデルに変更する。

2021年11月
第2回補正

（設計方針及び
設計結果）

3-3
復水器水室出入口弁
への地震時復水器の影
響

タービン建物への津波流入防止及び地震による溢水量低減を目
的に復水器水室出入口弁を閉止する必要があり，地震時に復
水器の移動（ずれ）や水室の落下により水室出入口弁に影響
がないことを確認するため，3次元ＦＥＭによる耐震評価を行う。

2021年12月

第１回補正
（設計方針）

第３回補正
（設計結果）

3-4

制御棒・破損燃料貯
蔵ラック等における排除
水体積質量減算の適
用

制御棒・破損燃料貯蔵ラック，使用済燃料貯蔵ラック，制御棒
貯蔵ハンガ等の耐震設計において，排除水体積質量の減算を
考慮して評価を実施する。

2021年11月
第２回補正

（設計方針及び
設計結果）

※ 第１回補正：2021年9月予定，第２回補正：2021年11月予定，第３回補正：2022年2月以降




